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EUの新法規を含む規制・条件に適切に対応するための基本的な情報と、EUのマーケッ
ト情報や輸出先進事例に関する情報発信を行い、EU向け輸出に取組むきっかけやヒン
トを提供する場とする。処理水について進展のあった中国市場の概況についても発信。

本日のセミナーの狙い

*中国、日本産水産物の輸入再開へ、ALPS処理水について日本と認識を共有(中国、日本) | ビジネス短信 ―ジェトロの海外ニュース - ジェトロ

• EUの新法（包装・包装廃棄物規則案：PPWR）を含む規制対応に繋がる情報を包材メーカー・公的機関の
有識者を招いて発信する

➢ 大手包材メーカーを招聘し、包材規制の概要・注意点等について事例を交えながら紹介

➢ EU新法（包装・包装廃棄物規則案：PPWR）に対応するための必要な知識・対応策・活用できる情
報について紹介

• EUのマーケット情報について、EUマーケットに精通している事業者を招き、EU向けの輸出増に繋がる考え方や、
規制対応、有効な取組事例などを発信する

➢ EU向けに注力している事業者を招聘し、EUマーケットの概要に触れ、日本産品の輸出増に向けた課題お
よび対応策について、事例も交えながら紹介

➢ EU HACCPや添加物/GMO規制等、EUの厳しい規制をクリアした事業者を招聘し、難易度の高い規制
をクリアする際の課題や対応策、Tipsやその後の輸出状況を含む事例について紹介

➢ メーカーのみでなく、商社・コンサルも招聘し、流通面での課題や対策、EU市場で日本産品の流通を増や
していくにはどういった視点・考え方で取組むべきかについて紹介

• 直近ALPS処理水について日本と認識を合わせたと発表のあった中国*に関し、中国向け輸出に関する内容につ
いても、中国マーケットに精通している現地日系小売りより、市場概況を発信する
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• EU輸出は、コロナ禍後の直近2年間で堅調に伸びてきており、EUにおける日本食マー
ケットもゆっくりとではあるが広がってきている

➢ 大手日系卸2社のIR資料によると、2025年度のEU向け日本食品市場は、
10％程度の伸びを見込んでいる*

• 一方、景気はあまりよくなく、価格感度の高さや対アジアと比べてジャパンブランドの訴求
力が低いことから、他のアジア産品との価格競争に陥る可能性がある

• また、自国文化への愛着や環境配慮の観点から、他国の食や輸入品に対してネガティブ
な反応を見せる消費者も一定数存在する

• 長い賞味期限の設定や、新法規を含む包材規制への対応もハードルが大きい

• まずはニーズを把握して飲食店等から日本食を浸透させ、ストーリー性や地域性・日本
産が光る素材等、日本製ならではのReason to buyを明確にし、商社・包材及び添加
物メーカーとも協力して長期的に取り組んでいく必要がある

EU輸出のポイント エグゼクティブサマリ

＊日本産品のみでなく、他国産や現地産の日本食品の数字であり、輸出とイコールではないことに留意
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EUの日本食市場は拡大しており、市場のニーズは高まっている。EUの法規制を理解し、
適切に対応していくことは、EU市場への輸出を成功させる重要なステップとなる。

EUの市場概況・EUの日本食市場概況

*1JETRO：
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/a718804066114a95.html

EUの市場概況

•欧州連合（EU）は27か国で構成される国家連
合であり、経済的な統合だけでなく、政治的・社
会的な統合も目指している。加盟国ごとの法規だ
けではなくEU法規についても理解する必要がある

•Farm to Fork戦略*1に代表されるような「環境」、
「持続性」を重視した政策も取られており、 「持続
可能な開発目標(サスティナブル)」 に係る規制も
多い。またサスティナブルをEUが世界的に主導して
いきたい意向もあり、EU市場に参入するにはこの
規制面への理解が重要となる

•法規制のみでなく、顧客や消費者から、環境配慮
の観点を求められることにも注意が必要

•自国文化への愛着も強いが、異文化の受け入れ
も柔軟になってきており、日本食だけでなく、日本
の文化に関心を寄せる消費者も増えてきている。
ストーリー性に共感を示してくれるケースもある

•日本食の人気は高まっており、寿司、ラーメンだけでなく、
たこ焼きやお好み焼きといったメニューまで広く浸透して
きている。また日本食の食べ放題店（all-you-can-
eat）も人気がある

•日本から輸出されている商品の販売先はハイエンド層
が中心であり、ミドル・マス層については中国・東南アジ
ア・現地生産の日本食材を使用する傾向にある

•EU HACCPや混合食品規制、添加物/畜肉類の原
材料規制のみならず、サスティナブルに係る規制もあり、
EU市場に参入する事業者はこれらに対応する必要が
ある

•日本食レストランや日本食を扱う小売店の数は増えて
おり、EUの日本食マーケットに商品を供給したいと考え
る他国のサプライヤーも増えている。この競争に負けるこ
となく、規制面をクリアし商品を供給する必要がある

EUの日本食市場の概況
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国・地域によって拡がり方に差はあるが日本食・日本文化は欧州圏で浸透してきている。

EU・イギリス各国の特徴

＊1外務省 国・地域
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html

• フランス：パリを中心に高級日本食レストランが多く存在し、和牛や
寿司、懐石料理なども人気がある。EU圏内に於ける日本食レストラ
ンの数がもっとも多い国であり、日本の食文化への関心が高く、日本
酒や抹茶など日本の伝統的な食材についても人気が高い

• ドイツ：以前は食に関して、質よりもコストを気にする傾向があり、フ
ランスやイタリアと比べるとグルメとは言えない国であったが、ミシュランの
星付きレストランの数も増えており、食（日本食）に対する関心も高
まっている。またドイツ西部のデュッセルドルフにはヨーロッパ最大の日本
人街があり、日本食レストランや日本食材を扱う小売店が多数ある

• スペイン：寿司が人気であり、スペインの食材を使ったフュージョン日
本料理なども見られる。ミシュランの星を獲得する日本食レストランも
あり、日本食や日本酒のプロモーションイベントなども開催されている

• イタリア：寿司やラーメンが人気であり、また焼肉専門店など様々
な業態・専門店が増えてきており、日本食市場の裾野が広がっている。
2015年に開催されたミラノ万博の日本館も好評であり、日本食レス
トランの数についてはEU圏内でフランスに次いで2番目に多い

• (イギリス)：2020年にブレグジットによりEUを離脱したが、欧州の
日本食市場を狙う上では欠かせないマーケットである。欧州地域に於
ける在留邦人数が最も多い国であり、高級レストランからカジュアルな
日本食チェーンまで多様な日本食レストランが存在する。健康志向を
軸にした消費行動やヴィーガン/ベジタリアンのニーズも高い

イギリス
人口:6,760万人*1

フランス
人口:6,837万人*1

スペイン
人口:4,760万人*1

ドイツ
人口:8,482万人*1

イタリア
人口:5,885万人*1
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日本と同様に高齢化が進行しているものの、生産年齢人口は日本と比較して多い傾向
にある。出生率についても日本と比較して若干高く、また移民政策の違いが人口動態に
も影響している。

EUの人口動態

*出所（人口ピラミッド）：https://statja.com/
*1Eurostat：
https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Fertility_statistics
*2厚生労働省：
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai23/dl/gaikyouR5.pdf
*3Statistics on migration to Europe - European Commission (europa.eu)

人口ピラミッド：EU 人口ピラミッド：日本

•EU全体の出生率は約1.46*1（2021年）であり、日本の1.30*2（2021年）と比較して若干ではあるが高い

•EUでは移民を多く受け入れており、EUに居住する“非EU市民”は約6％であり、 また“EU圏外で生まれた人”の人口に関して
は約9％である*3
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EU諸国の訪日数について、コロナ禍前までは順調に増加しており、フランスに関しては
30万人を超過。コロナ後も訪日数が戻ってきており、親日性・日本への興味の大きい地
域だと確認できる。

EU各国の親日度

*出所：日本政府観光局（JNTO）

訪日観光客数(2003-2023)*
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EU諸国・イギリスからの訪日観光客は、平均泊数が15日程度と比較的長く、旅行支
出における飲食費は一人あたり約7万円以上と大きい傾向にあるため、日本及び日本
の食に親しみのあるエリアだと考えられる。

EU訪日観光客の特性

*出所：訪日外国人消費動向調査

国籍・地域別にみる訪日外国人１人当たり費目別旅行支出（全目的）(2023)*
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EU向けの輸出は順調に伸びており、アルコール飲料・ソース混合調味料・牛肉が輸出の
上位品目。農産物・畜産物・加工品をメインに伸長。

EU向け日本産品輸出の現状

*農林水産物・食品の輸出に関する統計情報
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_info/attach/pdf/zisseki-81.pdf

貿易統計（2013-2023年）

•2023年の輸出額は2013年から約2.6倍に増加。

•厳しい規制（EU HACCP等）を背景に水産物については、輸出
額が伸び悩んでいる。一方農産物・畜産物・加工品については順
調に輸出額が増加。また加工品の比率が高い傾向にある
(輸出額の加工食品比率：50.6％)
*比較対象:アメリカ38.5%、シンガポール37.0%

貿易統計（品目別内訳）

•コロナ禍以降、アルコール飲料が大きく伸長。EU向け輸出額の約
20%を占める

•ソース混合調味料の内訳としては、インスタントカレーやマヨネー
ズの比率が高く、堅調に推移

•牛肉(和牛)は2013年に解禁されて以降徐々に実績を伸ばし、
2023年は44億円の実績
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欧州全域の日本食レストランの軒数は2013年(約5,500軒*1)から約3倍に増加して
いる。一方、米国と比較した際の人口当たりの日本食レストランの軒数は低く、今後も
伸びしろがある市場といえる。

EUにおける日本食市場の成熟度

*1海外における日本食レストランの概数（推移）:https://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/attach/pdf/160328_shokub-14.pdf
*2海外における日本食レストランの国・地域別概数（令和5年）（訂正版）:https://www.maff.go.jp/j/press/yusyutu_kokusai/kikaku/231013_12.html
*3外務省：国・地域データ:https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html

米国
店舗:26,040軒*2

人口:3億3,500万人*3

0.77軒/万人

EU（27か国）+ 英国
店舗:15,100軒*2

人口:51,700万人*3

0.29/万人
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日本食は徐々に広がりを見せている一方、価格感度や自国商品愛も比較的高いエリア
であるため、輸出する商品のポテンシャル・アピールポイントを明確にして挑む必要がある。

EU向け輸出の考え方（オフェンス）

• 景気は低調で対アジアほどジャパンブランドが浸透していないものの、寿司をはじめとして
日本食が広がってきており、日本産品輸出においてチャンスはある市場である

➢ 従来のターゲット国であるフランス・イギリス（EUではない）に加え、ドイツ・北欧・東欧への
日本食・日本産品の広がりが見られ、ポテンシャルも大きい

• 円安の影響でようやくヨーロッパ産のハイエンド商品と価格が近づいている程度のため、ヨー
ロッパ産のミドルエンドやローエンド商品と比較するとまだまだ差は大きい

➢ 特に、EUではないもののヨーロッパの中でもイギリスは価格感度が高く低価格競争になる可
能性が大きい

• 自国の食文化を愛する一方、フロムジャパンのコンセプトを受け入れる傾向もあるため、
ローカライズに拘りすぎないことが重要

➢ ストーリー性を重視する文化のため、パンフレット・HP等のオンラインでの発信に加え、招聘で
ファンになってもらうことが効果的
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EU市場に進出する際、品目にもよるが、まずは日本食店をターゲットとして採用を目指
し、シェフと連携しながら現地に根付かせていくチャネル戦略が効果的なケースが多い。

EU向け輸出の考え方（オフェンス）

*特にブリ・和牛等の日本産訴求力が強い商品とのセット販売が有効

• 現地品質と差別化された“ホンモノ”を扱いたい「差が分かり拘りのある」ターゲットに対して
は、高価格な日本産品であっても需要が大きい

➢ 品質を差別化できるターゲットはtoCよりtoBチャネルがメインのうえ、日系小売店舗数が限
定的なため、アジア系小売及びBtoB、特に日本食店等から攻めるべき

➢ 日本産品の扱い方が分かるシェフのいる日本食店を入口に、シェフ間のネットワークを活用し
て日系→現地系レストランでのメニュー開発につなげ、食べ方提案をしてもらうことで、一般
認知を高めローカルへと入っていくことが勝ち筋

➢ レストランにおける食材購入の意思決定者はシェフであるため、外食卸をチャネルとして日本
食店のシェフに直接アプローチできると効果は大きい

➢ 日本産品の“ショールーム”機能を果たせる小売店舗の存在も重要

➢ アフターコロナでクルーズ船が復活しているが、MSCはじめEUが拠点であり、積み込み基地
であるため、日本産品の提案も有効*
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日本らしさ・地域性・ストーリー性・健康志向等の付加価値を明確にすることで、価格競
争を避けることに繋がり、ブランディングをしつつファンの獲得に繋がる可能性が高まる。

EU向け輸出有望品目

*コメについては、イタリア米が不作になっていることや円安の影響が追い風

• 日本として/特定地域の名産品として認知度がある品目や、地域認知度がある地域の
産品は高価でもニーズがある

➢ 日本として有名：緑茶（特に静岡等）・鮮魚及び水産加工品（特に北海道ホタテ・鹿
児島ブリ等）・和牛（特に兵庫・滋賀・宮崎等）・コメ*（特に新潟・秋田等）

➢ 地域が有名：北海道・京都・石川等

• 付加価値・ストーリー性がある品目は、シェフ等キーマンをファンにすることが有効

➢ 伝統製法で作られた調味料（木桶の醤油や味噌等）・わさび・抹茶・ゆず・山椒・焼酎等

• 健康志向食品のニーズも増加してきている

➢ 発酵食品である、味噌・醤油・酢・黒酢やグルテンフリー・ビーガンフーズ等
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特別な技術が不要で日本産の品質が再現できる品目や、現地食習慣及び趣向にマッ
チするような品目は、ニーズが高く、今後の伸びも期待できる。

EU向け輸出有望品目

*現状はポーランド産等の価格の安い他国産が出回っている状況

• 技術が不要で簡単に味・風味が再現できる冷凍Ready to Eat商品のニーズは大きい

➢ 餃子・から揚げ・おにぎり等*

➢ 厨房の調理面積が小さかったり、ライセンス上調理が限られている飲食店も少なくない。冷
凍食品を調達し、自然解凍してそのまま食べられるほどの完成品を求められる

➢ 電子レンジはほぼ全家庭にある

• 食習慣や趣向に合う品目は、新たに可能性が出てきている

➢ 食前酒をbarで飲んでから食事に行く習慣があるため、軽いつまみ系は有望で、たこ焼きは
フィンガーフードとして人気が出てきている

➢ 菓子類はレストランでの取り扱いが難しいうえ規制対応が煩雑である一方、あんこに対する
ハードルは低く、他地域と比較して違和感なく消費されているため和菓子は可能性がある
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長い賞味期限を求められるうえ、原材料・添加物・包材等の規制をクリアする必要があ
るため、商社や原材料・添加物・包材メーカー等と協力して長期的に取組む必要がある。

EU向け輸出の考え方（ディフェンス）～輸出における優先対応

*PowerPoint プレゼンテーション (emb-japan.go.jp)

• アジア・アメリカ向けでは、6ヶ月程度の賞味期限でも輸出できるケースがあるのに対し、
EU・イギリス向けでは、最低9か月、ほとんどは1年以上の賞味期限が求められる

➢ 距離的な遠さに加え、赤道を通ることによる温度の上昇等で品質劣化が起きないよう注意

• 添加物・成分・包材の規制が厳しく、対応に時間や費用がかかる

➢ 水産加工品や動物性原料使用商品はEUHACCPのハードルが高く、輸出が進んでいない

➢ 国内の原材料・ 添加物メーカーが輸出を前提とした規制対応済み原料を生産することや、
乳製品の規制がクリア・撤廃できればさらに輸出が活発になる

➢ 包材規制は、衛生・環境の2つの観点から、先進的で厳しい基準を設定しており、他の地
域や国もEU基準を参考にする流れがあるため、グローバルスタンダード化する可能性がある

• 2022年11月、欧州委員会は、EU域内の包装全般の廃棄物の削減等を目的に、 包装・包装
廃棄物規則案（PPWR）*を提案、輸出時の包材規制に大きな影響がある
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賞味期限・包材対応のみでなく、EUでは様々な法令が整備されており、現地法人を有
す場合や、顧客の意向があった場合は対応が必要となる可能性がある点に注意すべき。

EU向け輸出の考え方（ディフェンス）～進出時に注意すべき法令(1/2)

EUDR

（森林破壊フ
リー製品規則）

• 2023年6月29日、EUにおいて森林破壊防止規則（EU Deforestation Regulation 、以下、EUDR）が発
効。2025年末以降の制度適用日より、EU圏内で牛、カカオ、コーヒー、アブラヤシ、ゴム、大豆、木材等を扱う
事業者においては、そのサプライチェーンに係るデューデリジェンスを行う義務等が生じる可能性がある

• EU域内へ市場投入、供給またはEU域内から輸出する規制対象品目について、その生産農地が森林破壊によ
り生産されていないことの確認（「森林破壊デューデリジェンス」）を企業に義務付ける。大企業は2025年12
月30日、中小企業は2026年6月30日から当該義務の適用を受ける（※当初より適用開始日が1年延期）

• EUDRにおける規制対象品目は、牛、カカオ、コーヒー、アブラヤシ、ゴム、大豆、木材およびこれらに由来する関連
製品で、日本国内において2025年4月に施行予定のクリーンウッド法が木材やパルプ等を対象としているのに比べ、
より多くの品目が対象。また、違反時には、EU域内の年間総売上額の4%以上の罰金などが科される見込みで、
クリーンウッド法の最大100万円の罰金と比しても高額な罰則

DD
指令案

(コーポレート・サ
スティナビリティ・
デューデリジェン
ス指令案)

• 欧州委員会は2022年2月23日にコーポレート・サステナビリティ・デューデリジェンス指令案（以下、DD指令案）
を公開し、2022年3月28日より改めてフィードバックの募集を実施。このDD指令案は従業員数や売り上げなどに
ついて一定規模以上の事業者に、環境や人権に関するデューデリジェンスの実施を義務付ける。

• 事業者のDD義務の対象となる人権および環境への悪影響は、事業者およびその子会社の操業が発生させている
ものにとどまらず、事業者の供給網などを含むバリューチェーン上で発生する悪影響を含む。このDD指令案では欧
州域内の事業者だけではなく、欧州域外の事業者に対しても適用されることとなっており、この指令案が正式に
公布された際には日本の事業者にも影響が出る可能性がある

• 自社が本DD指令案において適用事業者となる可能性があるか確認を行い、適用事業者となる可能性がある場
合には、自社の現在の運用とDD指令案の要求事項のギャップ分析を行い、必要に応じて対応計画を策定する必
要がある。また、自社が直接の対象事業者ではない場合でも、顧客が対象事業者となる場合には自社がデュー
デリジェンスの対象となる場合は対応が必要
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CSRD

(企業サスティナ
ビリティ
報告指令)

• CSRDは、2023年1月5日から施行された欧州連合（EU）の法律であり、EUの企業（非EU企業の対象となる
EU子会社を含む）に対し、企業の環境的および社会的影響、環境・社会・ガバナンス（ESG）の取り組みによ
るビジネスへの影響について開示することを要求している。2024年度から段階的に適用が始まる見込みで、日
本企業も対応が必要になる場合がある

• EU域内事業者のみでなく、EU域外で設立された企業でも、域内に大企業や一定規模以上の支店を持ち、かつ
域内で一定規模以上の売上高を計上している「第三国事業者」は対象。CSRDでは企業グループとしての開示
が求められるため、仮に日系企業が対象企業となった場合、グローバル連結で開示する必要がある

• CSRDの主な開示項目に係る観点は、環境（EUタクソノミーの6つの環境目標関連事項（気候変動の緩和・気
候変動への適応・水及び海洋資源・サーキュラーエコノミー・汚染・生物多様性））・社会（ジェンダー平等及び同
一労働同一賃金・職場環境及びワークライフバランス・人権、国連国際人権章典、労働における基本的原則及び
権利に関するILO宣言）・ガバナンス（企業文化・ロビイング等政治活動・ガバナンスの役割分担、内部統制及
びリスク管理）である

賞味期限・包材対応のみでなく、EUでは様々な法令が整備されており、現地法人を有
す場合や、顧客の意向があった場合は対応が必要となる可能性がある点に注意すべき。

EU向け輸出の考え方（ディフェンス）～進出時に注意すべき法令(2/2)
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外食・小売りともに日本食市場は着実に拡大。味の違いが分かるシェフ・消費者が多く、
ストーリー性が重視される。

フランス市場視察

• 外食に関して、寿司・ラーメンが変わらず日本食としてニーズが大きい

➢ 定番のラーメン、寿司だけでなくおばんざい系の居酒屋なども増えてきており、今後さらに成長が見込まれる

➢ 価格は日本の2倍から3倍程度（例：ラーメン・餃子・ドリンクで5000円程度）

• 小売りに関して、中小事業者の産品も取り扱われている

➢ 日系小売店舗は内装にこだわっている（たたみ風など）印象があり、商品だけでなく調理器具・ツールも一
緒に販売されている

➢ 日本人・アジア人のみでなく、現地系消費者も日系小売りで買い物を行っている
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アジア系スーパーや日系スーパーでしか日本食は見受けられず、小売における日本食市
場は、まだまだ広がっていない。

イギリス市場視察 ~小売

• 日系スーパーでは調味料・菓子などの加工品はなんでも手に入るが日本の2～3倍の価格

➢ 逆に青果物はほぼ見かけないが、日本イベント開催などに合わせて高級デパートではブースが設置されるこ
とはある

• 現地系スーパーではアジア棚に大手メーカー醤油・紙パック豆腐が並ぶ程度

• 有機は差別化を図れる要素であり、価格競争の性質が比較的大きなイギリスでも高価格で販売できる可能性
がおおきい

➢ 実際に日系スーパーにおいて、有機茶と普通の日本茶は約2000円程度の価格差が見受けられた
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外食における日本食市場は、徐々に拡大傾向にあり、特に直近では日式のカレーが「カ
ツカレー」として人気となっている。

イギリス市場視察 ~外食

*吉野家、ヨーロッパ初進出 イギリス・スコットランドにラーメン１号店 - 日本経済新聞 (nikkei.com)

• 外食における日本食として、寿司のニーズは圧倒的に大きい

➢ 現地系チェーン店や現地系スーパー内にミニコーナーがあるほど、寿司は現地に浸透している

• 日式のカレーが「カツカレー」として（カツの有無に関わらず）認知されており、人気が高まっている

➢ 現地系パン屋のメニューになるほどポピュラー、学食にも専門店あり
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参考資料
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（参考）EU世帯支出の構成（小売・外食市場）

*1Eurostat:
https://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php?title=Household_consumption_
by_purpose#Expenditure_on_food_and_non-alcoholic_beverages

• 「食品および非アルコール飲料」の支出は全体の13.6％であ
り、 「住宅、水、電気、ガスおよびその他の燃料」に次ぐ支出
項目となっている

• 「レストランおよびホテル」に関しては支出に占める全体の割合
が8.5％である。伸び率としては右図の通り、「食品および非ア
ルコール飲料」の支出よりも伸び率が大きい

• 2010年から2022年にかけて、全体的に消費量は増加して
おり、2020年まで順調に推移している

• 2020年には新型コロナウイルス感染症の影響が現れ、各項
目にて消費量が大きく減少している

• 特に「レストランおよびホテル」については、2020年に大きく減
少するも、 2022年にはコロナ以前並に回復している
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（参考）輸出先国別で求められる賞味期限

参考：賞味期限・包材対応セミナー
bunkakai-156.pdf (maff.go.jp)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

香港

台湾

韓国

中国

タイ

シンガポール

ベトナム

オーストラリア

米国

EU

英国

輸出先国別 求められる賞味期限

1か月超～3か月以下 3か月超～6か月以下 6か月超～9か月以下 9か月超～1年以下

1年超～1年半以下 1年半超～2年以下 2年超～3年以下
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輸出に向けてハードルとなっている添加物・使用している加工食品は着色料を中心に以
下があり、特にクチナシ青色素・ベニコウジ色素がハードルとなっている。

（参考）重点検討添加物×加工食品一覧

*ベトナムはクチナシ青色のみ規制/タイでもクチナシ黄色が許可されたためクチナシ青色のみ規制
参考：タイで天然着色料クチナシ黄が使用可能に(タイ) | ビジネス短信 ―ジェトロの海外ニュース - ジェトロ (jetro.go.jp)

EU・豪州・ニュージーランド

米国・EU・豪州・シンガポー
ル・(ベトナム・タイ)*

菓子（ビスケット・米菓・饅頭・大福・餅菓子・ゼ
リー・グミ等）/麺類/清涼飲料水（サイダー）

※ 部分水素添加油脂（トランス脂肪酸）は、食品添加物でないが、世界的に規制あり

コハク酸ナトリウム

ステビア・甘草

ベニコウジ色素・
ベニバナ色素

クチナシ青色素/黄色素
菓子（クッキー・キャンディ・チョコレート・米菓・大
福等）/麺類/清涼飲料水（サイダー）/調味
料（ワサビ・ソース）

調味料（マヨネーズ・だしの素）

醤油（甘口醤油）/菓子（キャンディ等）

主な使用品目

米国・EU・香港 

中国・香港・米国

対象国 添加物名称

米国・EU 乳化剤
(ポリグリセリン脂肪酸エステル等) 

清涼飲料水/菓子（どら焼き・チョコレート菓子
等）

参考
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包材規制は、包材メーカーによる対応が必須である一方で、対応ノウハウを持っている
包材メーカーは限られている。今後は、世界的に環境規制が急速に強まる兆し。

（参考）包材規制対応に関する課題

容器包材
規制

対象国

• EUの規制が
世界標準となっ
ており、EUの基
準が最も厳しい
とされている

• 米国やアジアで
もEUとほぼ同
等のポジティブ
リスト制を取っ
ている（※カナ
ダ、韓国等一
部の国はネガ
ティブリスト制
度）

課題 対応事例

• ポジティブリストの適合の為には、食品接触
箇所からの食品への成分移行値の分析が
必要となり、分析には時間とコストがかかる

• ポジティブリストに新たな物質が追加されたり、
制限移行値に改正がある度に新たな分析
方法等の開発も必要

• EUでは、重金属の分析も必要

• EUでは、資材メーカーによる適合宣言書の
作成が必要だが、大手企業しかノウハウを
持っておらず、業界全体のノウハウ共有不足

• 近年EUでは安全性の観点のみならず、環境
保護の観点からの法制度の整備が急速に
進んでおり、アジア諸国もEUを追従する形で
環境規制の導入が開始。2030年頃には、
紙包材等の生分解が可能な資材、あるい
はリサイクル資材の容器包装の使用が求め
られる可能性あり

• 規制が厳しいEUに輸
出する際は、海外規
制に精通している企
業に依頼

• 取引先の資材メー
カーが海外対応につ
いてノウハウがなかった
為、自社で海外の技
術者に問い合わせる
などして必要対応を
調査

• 将来的な環境規制
に備え、紙資材の容
器包装を資材メー
カーと共に開発中
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食品包材の安全性評価に必要な「推定一日摂取量」は、非意図的事象に左右されるた
め標準化が難しく、各国ごとに多様な法規制が検討されてきた。

（参考）包材規制の現状

食品包装材料の安全性評価

• 明確な基準が研究等から定義できる
• 食品への移行量と人体との接触量評価がポイント

• 食品への移行と人体との接触は非意図的事象

• 食品包装材料の安全性評価には、原材料に係る「耐容一日摂取量（TDI）」>「推定一日摂取量
（EDI）」の実証が必要。

•  「耐容一日摂取量（TDI）」 はOECDガイドラインなどで標準化される中、 「推定一日摂取量（EDI）」につ
いては一般に標準化が難しい「食品への移行量や人体との接触量評価」がポイント。

• 食品への移行と人体との接触は標準化が困難である。あらゆるケースを網羅した制度設計は非現実的であるた
め、国ごとにさまざまな法規制が検討されてきた。

＞

標準化が容易

OECDガイドライン等で標準化が進む

標準化が困難

全ケースを網羅した制度設計は非現実的

各国ごとに多様な法規制が検討

推定一日摂取量（EDI）
当該商品を利用した際、

摂取すると推定される１日あたりの摂取量

耐容一日摂取量（TDI）
人が生涯にわたって毎日摂取し続けたとしても、

健康への悪影響がないと推定される１日当たりの摂取量
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容器包材規制は、包材メーカーによる対応が必須である一方で、対応ノウハウを持って
いる包材メーカーは限られている。今後は、世界的に環境規制も急速に強まる兆し。

（参考）容器包装規制サマリ

容器包材
規制

対象国

• EUの規制が世
界標準となってお
り、EUの基準が
最も厳しいとされ
ている

• 米国やアジアでも
EUとほぼ同等の
ポジティブリスト
制を取っている
（※カナダ、韓国
等一部の国はネ
ガティブリスト制
度）

課題 対応事例

• EUの容器包材規制は、ポジティブリストの適合のみ
ならず、重金属の分析も必要になる

• ポジティブリストの適合の為には、食品接触箇所か
らの食品への成分移行値の分析が必要となり、分
析には時間とコストがかかる

• ポジティブリストに新たな物質が追加されたり、制限
移行値に改正がある度に新たな分析方法等の開
発も必要になり、国内資材メーカーや分析機関の
みでは対応しきれない事が多々ある

• 更に、EUの場合は資材メーカー（コンバーター業者、
容器成型業者等）による適合宣言書の作成が必
要となり、資材メーカーでも限られた大手企業でな
ければ宣言書作成のノウハウを持っておらず、ノウ
ハウが業界全体で共有されていない

• 近年EUでは安全性の観点のみならず、環境保護
の観点からの法制度の整備が急速に進んでおり、
アジア諸国もEUを追従する形で環境規制の導入
が始まっている。2030年頃には、EUを始めとして
紙包材等の生分解が可能な資材、あるいはリサ
イクル資材の容器包装の使用が求められる可能
性もある

• 規制が厳しいEUに輸出
する際は、海外規制に
精通している企業に依
頼

• 取引先の資材メーカーが
海外対応についてノウハ
ウがなかった為、自社で
海外の技術者に問い合
わせるなどして必要対応
を調査し、適合宣言書
等必要書類を準備し、
資材メーカーに必要項目
を記載を依頼

• 将来的な環境規制に備
え、紙資材の容器包装
を資材メーカーと共に開
発中
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包材は、EUの規格が最も明確かつ先進的とされ世界的スタンダードとなっている。今後
はアジアの国々においてもEU基準を追従する動きが強まっていく為注視が必要。

（参考）各国の容器包装規制に関する概要

出所：ジェトロ、国立薬品食品衛生研究所、エキスパートインタビューより

米国

EU

中国

その他

規制の動向対象国

• 容器包材はFCN(Food Contact Notification, 食品摂食物質の届け出制度）にて規格が整備

• ポジティブリスト掲載物質は、EUと同様

• EUのような適合宣言書は必須ではないが、インポーターからは容器の安全性試験結果のレポート等FDAのポ
ジティブリストに適合している事のエビデンスを求められる

• 最も規制が厳しく、その規格は世界的スタンダードとなっている

• 容器包装は、FCM(Food Contact Material, 食品接触剤)と呼ばれ、食品と接触する箇所における成
分やその移行率等の規制が制定されている

• 容器包材がFCMの規制に適合している事を証明する適合宣言書の作成が必須である

• 安全性のみならず、近年ではシングルユース規制のような環境配慮に関する規制の整備が始まっている

• フィリピンでもシングルユース規定が始まり、アジアでもEU基準を参考に規制を進める動きが出てきている

• 以前は日本の衛生基準法を順守できればアジア圏への輸出で特に課題になるような事はなかったが、今後はア
ジアにおいてもEUと同様の対応が求められる事が予想される

• 韓国・台湾には食品接触輸入製品の登録制度がある

• 韓国・タイは、欧州に続き器具・容器包装のリサイクル認可申請制度を開発している

• 基本的には、EUの規制を参照して法整備をする

• EUではあくまで食品接触剤のみに規制が適用されるが、中国では食品の接触の有無に限らず規制が適用

• 米国同様、適合宣言書は必須ではないもののインポーターからは適合に関するエビデンスを求められる。決まっ
たフォーマットはなく、適合していることが証明できればそれでよい

• 食品接触輸入製品の登録制度がある
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EUの容器包装規制を順守するにあたり、資材メーカーとの連携が必須であるが、資材
メーカーのほとんどは海外規制事情のノウハウを持っていない。

（参考）EU包材規制の仕組みと課題

出所：一般財団法人化学研究評価機構、ジェトロ、エキスパートインタビュー等

安
全
評
価

環
境
配
慮

対応する上での事業者の課題必要な対応

• 日本で使われている資材の多くは、物質自体はポジティブリストに適
合するが、日本ではSML （食品への移行が許容される限界値）
に関するデータを蓄積しておらず、個別に分析方法の開発が必要に
なり分析機関も対応が困難

• 新たな物質や設定SML値が変更される度に、応じる事のできる分
析機関を国内で見つけるのは困難

• 他の国では容器包装の重金属検査は必要ない為、EUのみ別途
対応が必要

• 現状特に問題ではないが、今後規制が加速していき、プラスチック
由来の資材は、使用できる種類が狭まる可能性あり

• 食品ロス防止や再生可能利用資材の使用等の環境配慮がさらに
求められる事が予想

• 適合書の作成ノウハウは限られた業者が持つのみで、情報共有が
不足

• 適合書のフォーマットを国内で入手する事は困難で、個社の努力で
作成

ポジティブ
リストの
適合

重金属
規制対応

適合
宣言書
の作成

シングル
ユース規制

他

対応例

• 海外分析機関への依頼
• SMLが設定されていない物質・
素材を使用した資材の開発

• 海外分析機関への依頼

• ノウハウを持った資材メーカーと
のパートナリング

• 現地有識者・現地メーカーとの
連携

• HP掲載の適合書の参照

• 資材メーカーと連携し、プラス
チックの代替包材を開発
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2030年頃には、EU輸出に使う包材はリサイクル包材への切替が求められる可能性が
あり、 製品形態によっては紙製包材や生分解性の高い包材の使用も想定される

（参考）今後制度化が予想されるEUの環境規制

• 2030年頃を目途にEUは使用後焼却
し廃棄する事を前提とした非循環型の
包材を廃止し、リサイクルを前提とした
包材への切替が行われるのではないか

➢ リサイクルに必要なインフラの整備
や、生分解性の高い樹脂の開発
等を考慮すると、今から数年はか
かる

➢ 加えて、通常3年程度は事業者
の移行期間として設定される傾
向を加味すると、2030年が導入
時期の目安

 これまで、樹脂メーカーはリサイクルを前
提とせずに製造することが多かったが、今
後は樹脂の素材からリサイクル性能を
求められるようになり、環境対応の圧
力がかかっている

専門家

今後想定される環境規制導入のシナリオ

リサイクル包材
への切替

紙製包材
への切替

生分解性の高い
包材への切替

• リサイクル技術自体
は発展しているもの
の、廃棄物の細や
かな分別が可能な
回収システムがなけ
れば実現が難しい

• 特に海外では、日
本のような細やかな
分別インフラが整っ
ておらず、一からイ
ンフラを整備する必
要がある

• 既存の資材で生分
解性がある紙の包
材に切り替える

• 現時点で最も現実
的に対応できる手
段のひとつ

• 欧州を中心に紙包
材の開発が進めら
れている

• 紙製の包材では機
能性に限界がある
為、将来的には生
分解性の高い樹脂
の開発が進む想定

• 生分解性が十分に
高ければ、シングル
ユースでも問題がな
いとされる

• 現在の樹脂包材で
は、生分解するの
に時間やコストがか
かり、技術確立に
は時間を要する

優先度

高 低
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EUで公表された新規則案では、事業者に対して包装材をリサイクル可能にし再利用す
ることを義務付け、プラスティック包装の再生材料利用率等を規定している

（参考）EUの新たな規則案

https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/12/2e011eee70f6cdbf.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/12/73e83f465cadd0cc.html

包装材と包装廃棄物に関する規則案
（欧州委員会が2022/11/30に公表）

「欧州グリーンディール」のためのコミュニケーション案
（欧州委員会2019/12/11に採択・公表）

目的

• EUとして
2050年まで
に「気候中立
(温室効果ガ
スの排出＝
ゼロ)」を目指
し、資源効率
的かつ競争
力のある経済
へ移行する

概要

• 先端的な環境配慮型社会への移
行

• 持続可能なスマート・モビリ
ティへの移行、環境に優しい
食の安全システムの確立、生
態系や生物多様性の維持・
再生を図る

• EU（産業）の世界市場での主
導性確立

• エネルギー・資源の効率的利
用、循環型経済に貢献する
産業活性化・民間部門の投
資誘導を含む金融支援体制
等、クリーンで安価・安全なエ
ネルギー供給を図る

目的

• リサイクルや再
利用の実施
状況が低調
で、包装材の
使用量が増
加している状
況を改善する

概要

• 欧州グリーン・ディールの循環型経
済行動計画に基づく政策パッケー
ジの一環

• 包装材のリサイクルやリユースの促
進と包装廃棄物の削減を義務付
け

• 対EU加盟国：包装廃棄物
削減などの目標値を設定

• 対事業者：包装材をリサイ
クル可能にすることや、包装
材の再利用を義務付け、プ
ラスチック包装の再生材利
用率等を規定
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近年では、安全評価だけでなく環境配慮も容器包装規制において重要な要素のひとつ
となっている。今後は環境規制も急速に整備されていく見込み。

（参考）EUの包材規制の仕組み

安全評価 環境配慮×

ポジティブリスト 重金属規制 シングルユース規制

• 1,000近い物質が

登録されており、各

物質ごとに移行量

制限値(SML)が設

定されている

• 日本では移行量制

限値で計算せず、

添加量で計算する

為、考え方が異なる

• 合成樹脂はEU全

域で同一のポジティ

ブリストを採用してい

るが、紙・ゴム・金

属・ガラス等について

は国ごとに異なる

• リサイクルする上で

重金属（カドミウム

等）の混在が問題

になるため、重金属

規制も新たに追加

され、ポジティブリス

トとは別に確認が必

要

• 重金属規制はネガ

ティブリスト方式を

取っている

• ポジティブリストと異

なり、移行量ではな

く溶出量で制限を

設けている

• シングルユースとは、使い捨てになる

容器包装を指し、素材の規制では

なく使い方の規制である

• 使い捨てのカトラリーやテイクアウト

製品に多用される発泡スチロール

資材等が規制対象になっている

• ただし、カップ麺のように容器を調

理の用途で使う場合や、使い切り

の個包装でも大きな包装にまとめ

てパックされている場合などは当該

規制の対象外である

• EU加盟国の内、フランスなど17ヶ

国が既に整合した形で国内法を整

備している

適合宣言

• 資材や材料、あるい

はそれらの中間段

階での生産品・物

質が要求事項（PL

と重金属規制）に

合致している事を証

明する必要がある

• 資材メーカーが安全

評価の結果等も記

載しながら宣言書を

作成する必要があ

る


